
第 94 期定時株主総会 

インターネット開示情報 

目次 
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(P.8)【計算書類】  個別注記表 

(2017 年 1 月 1日から 2017 年 12 月 31 日まで) 

井関農機株式会社 

上記事項の内容は、法令および当社定款の規定に基づき、当社ウェブサイトに 

掲載することにより、株主の皆さまに提供しているものであり、監査役および 

会計監査人が監査報告を作成するに際して、監査をした対象の一部であります。 



連 結 注 記 表

連結計算書類作成のための基本となる重要な事項等 

１．連結の範囲に関する事項

(１)連結子会社の数 26 社

（主要な連結子会社の名称） 

㈱井関松山製造所、㈱井関熊本製造所、㈱井関新潟製造所、㈱井関邦栄製造所、 

㈱ヰセキ北海道、㈱ヰセキ東北、㈱ヰセキ関東、㈱ヰセキ信越、㈱ヰセキ東海、 

㈱ヰセキ北陸、㈱ヰセキ関西、㈱ヰセキ中国、㈱ヰセキ四国、㈱ヰセキ九州 

(２)主要な非連結子会社の名称等

N.V. ISEKI EUROPE S.A. 

非連結子会社は小規模であり、総資産、売上高、当期純損益及び利益剰余金（持分に見合う額）

等は、いずれも連結計算書類に重要な影響を及ぼしていないため連結の範囲から除外しておりま

す。 

２．持分法の適用に関する事項

(１)持分法適用会社の数 ２社

東風井関農業機械有限公司、ISEKI SALES (THAILAND)CO.,LTD. 

(２)持分法を適用しない非連結子会社及び関連会社の主要な会社の名称等

N.V. ISEKI EUROPE S.A. 

持分法非適用会社は、それぞれ当期純損益及び利益剰余金等に及ぼす影響が軽微であり、かつ全

体としても重要性がないため、持分法の適用範囲から除外しております。 

３．連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社のうち、㈱井関松山製造所ほか 23 社の決算日は 12月 31 日、ISEKI France S.A.S ほか

１社の決算日は９月 30日であります。 

なお、９月 30日が決算日となる ISEKI France S.A.S ほか１社につきましては、決算日現在の計算

書類を使用しており、連結決算日との間に生じた重要な取引については連結上必要な調整を行って

おります。 

４．会計方針に関する事項

(１)重要な資産の評価基準及び評価方法

①有 価 証 券 

満期保有目的の債券･･･････償却原価法 

その他有価証券 

・時価のあるもの･･･････連結決算末日の市場価格等に基づく時価法 

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は主として

移動平均法により算定） 

・時価のないもの･･･････主として移動平均法による原価法 

②デ リ バ テ ィ ブ････････時価法 

③た な 卸 資 産････････主として総平均法による原価法 

（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により

算定） 
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(２)重要な減価償却資産の減価償却の方法

①有形固定資産（リース資産を除く） 

定額法を採用しております。 

②無形固定資産（リース資産を除く） 

定額法を採用しております。 

なお、自社利用のソフトウェアについては社内における利用可能期間(５年)に基づく定額法に

よっております。 

③リース資産 

所有権移転外ファイナンス･リース取引に係るリース資産については、リース期間を耐用年数と

し、残存価額を零とする定額法を採用しております。 

なお、所有権移転外ファイナンス･リース取引のうち、リース取引開始日が 2008 年３月 31日以

前のリース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

(３)重要な引当金の計上基準

①貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

②賞与引当金

従業員賞与の支給に充てるため、支給見込額基準により計上しております。 

③役員退職慰労引当金

一部の連結子会社は、役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく要支給額を計上し

ております。 

④工事損失引当金

受注工事に係る将来の損失に備えるため、当連結会計年度末未完成工事のうち、損失の発生が

見込まれ、かつ、その金額を合理的に見積ることができる工事について、損失見込額を計上し

ております。 

 (４)退職給付に係る会計処理の方法

・退職給付見込額の期間帰属方法 

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方

法については、給付算定式基準によっております。 

・数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法 

数理計算上の差異については、発生時の従業員の平均残存勤務期間の年数による定額法により

按分した額を、それぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理しております。過去勤務費用につ

いては、その発生時の従業員の平均残存勤務期間の年数による定額法により費用処理しており

ます。 

・小規模企業における簡便法の採用 

 一部の連結子会社は退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自

己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。 
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(５)重要な収益及び費用の計上基準

完成工事高及び完成工事原価の計上基準 

・当連結会計年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事 

工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法） 

・その他の工事 

工事完成基準 

(６)重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として

処理しております。なお、在外子会社等の資産及び負債ならびに収益及び費用は、決算日の直物

為替相場により円貨に換算し、換算差額は「純資産の部」における「為替換算調整勘定」及び「非

支配株主持分」に含めて計上しております。 

(７)重要なヘッジ会計の方法 

①ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理によっております。なお、為替予約が付されている外貨建金銭債権債務等につ

いては振当処理を行っております。

②ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘ ッ ジ 手 段 ヘ ッ ジ 対 象

為替予約取引 外貨建金銭債権債務、外貨建予定取引

③ヘッジ方針

為替変動リスクをヘッジする為に、為替予約取引を行っております。

(８)消費税等の会計処理の方法

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

(９)のれんの償却方法及び償却期間

のれんの償却は、発生年度以降 20年以内で均等償却を行っております。 

追加情報

(繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用) 

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」(企業会計基準委員会 2016 年３月 28日 企業会計

基準適用指針第 26 号)を当連結会計年度から適用しております。 

表示方法の変更 

(連結損益計算書関係) 

 前連結会計年度において、営業外収益の「その他」に区分掲記していた「補助金収入」(前連結会計 

年度 27百万円)は、金額的重要性が増したため、当連結会計年度は区分掲記することとしました。 
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連結貸借対照表に関する注記

１．有形固定資産減価償却累計額 108,117 百万円 

２．担保に供している資産及び担保に係る債務 

担保に供している資産 

建 物 及 び 構 築 物 2,383 百万円 

土 地 4,974 百万円 

        計 7,358 百万円 

担 保 に 係 る 債 務  

   短 期 借 入 金 7,830 百万円 

１年内返済予定の長期借入金 1,604 百万円 

   長 期 借 入 金 3,434 百万円 

        計 12,869 百万円 

３．保 証 債 務 9,075 百万円 

４．受 取 手 形 割 引 高    ３百万円 

５．受 取 手 形 裏 書 譲 渡 高         88 百万円 

６．事 業 用 土 地 の 再 評 価 

当社において、土地の再評価に関する法律の一部を改正する法律（2001 年３月 31 日公布法律第 19

号）に基づき、事業用土地の再評価を行い、当該再評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰

延税金負債」として負債の部（固定負債）に計上し、これを控除した金額を「土地再評価差額金」

として純資産の部に計上しております。 

・再評価の方法・・・・・・・・土地の再評価に関する法律施行令（1998 年３月 31 日公布政令 第

119 号）第２条第３号に定める固定資産税評価額に合理的な調

整を行って算出 

・再評価を行った年月日 ・・・2001 年３月 31日 

・再評価を行った土地の期末時価と再評価後の帳簿価額との差額 

△ 12,754 百万円 

７．期 末 日 満 期 手 形 等 

期末日満期手形等の会計処理については、手形交換日をもって決済処理しております。 

なお、当連結会計年度末日が金融機関の休日であったため、次の期末日満期手形等が期末残高に含

まれております。 

受 取 手 形 336 百万円  

支 払 手 形 1,247 百万円  

電 子 記 録 債 務 1,566 百万円  

その他（設備関係支払手形） 30 百万円  

その他（営業外電子記録債務） 47 百万円  
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連結株主資本等変動計算書に関する注記

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

当連結会計年度 

期首の株式数（株）

当連結会計年度 

増加株式数（株） 

当連結会計年度 

減少株式数（株） 

当連結会計年度末

の株式数（株） 

（発行済株式）     

普 通 株 式 229,849,936 ― 206,864,943 22,984,993 

（自己株式）     

普 通 株 式 3,976,123 5,878 3,586,055 395,946 

（注１） 2017 年３月 30日開催の第 93期定時株主総会決議に基づき、2017 年７月１日を効力発 

生日として普通株式 10株を１株とする株式併合及び 1,000 株から 100 株にする普通株 

式の単元株式数の変更を行っております。 

これにより、提出日現在の発行済株式総数は 206,864,943 株減少し、22,984,993 株とな 

っております。 

（注２） 自己株式の株式数の増加は単元未満株式の買取りによるものであります。自己株式の株 

式数の減少は、新株予約権の行使による減少 48,000 株及び 2017 年３月 30 日開催の第 93 

期定時株主総会決議に基づき、2017 年７月１日を効力発生日として普通株式 10株を１ 

株とする株式併合による減少 3,538,055 株であります。    

２．配当に関する事項

(１)配当金支払額

決議 
株式の 

種類 

配当金の総額  

（百万円） 

１株当たりの

配当額（円）
基準日 効力発生日 

2017 年３月 30日

定時株主総会 

普通 

株式 
338 1.50 2016 年 12 月 31 日 2017 年３月 31日

(２)基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 
株式の

種類 

配当の 

原資 

配当金の総額

（百万円） 

１株当たりの

配当額（円）
基準日 効力発生日 

2018 年３月 29日

定時株主総会 

普通 

株式 

利益 

剰余金 
677 30.00 2017 年 12 月 31 日 2018 年３月 30日

３．当連結会計年度末の新株予約権（権利行使期間の初日が到来していないものを除く。）の目的

となる株式の種類及び数

普通株式 35,300 株

金融商品に関する注記 

１．金融商品の状況に関する事項

当社グループは、事業活動の維持拡大に必要な資金については銀行等金融機関からの借入や社債

発行にて調達しており、一時的な余資は安全性の高い金融資産で運用しております。 

受取手形及び売掛金に係る顧客の信用リスクは、相手先ごとの期日管理及び残高管理を行うとと

もに、定期的に信用状況を把握することによりリスク低減を図っております。また、外貨建ての

営業債権は、為替の変動リスクに晒されておりますが、同じ外貨建ての営業債務とネットしたポ

ジションについて先物為替予約を利用してヘッジしております。 

投資有価証券は主として株式であり、定期的に時価の把握を行っております。 

借入金の使途は運転資金及び設備投資資金であり、流動性のリスクに晒されておりますが、適時

に資金繰計画を作成・更新する等の方法により管理しております。 

なお、デリバティブ取引は内部管理規程に従い実需の範囲で行うこととし、投機的な取引は行わ

ない方針であります。 
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２．金融商品の時価等に関する事項

2017 年 12 月 31 日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については次のとおりで

あります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは次表には含めておりません。

（(注２)をご参照ください）  

(単位 百万円) 

連結貸借対照表 

計上額（※） 
時 価（※） 差 額 

(１)現金及び預金 7,981  7,981  ―  

(２)受取手形及び売掛金 25,113  25,113  ―  

(３)投資有価証券    

  その他有価証券 6,658  6,658  ―  

(４)支払手形及び買掛金 (26,532) (26,532) ―  

(５)電子記録債務 (14,140) (14,140) ―  

(６)短期借入金 (27,216) (27,216) ―  

(７)長期借入金 (32,359) (32,389) 29 

(８)デリバティブ取引 (24) (24) ―  

※．負債に計上されているものについては、（ ）で示しております。 

(注１)金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項 

(１)現金及び預金、並びに(２)受取手形及び売掛金 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっ

ております。 

(３)投資有価証券 

これらの時価については、取引所の価格によっております。 

(４)支払手形及び買掛金、(５)電子記録債務、並びに(６)短期借入金 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっ

ております。 

(７)長期借入金 

元利金の合計額を同様の新規借入を行なった場合に想定される利率で割り引いた現在価値によ

り算定しております。 

(８)デリバティブ取引 

為替予約の振当処理によるものは、ヘッジ対象とされている受取手形及び売掛金と一体として処

理されているため、その時価は当該受取手形及び売掛金の時価に含めて記載しております。 

外貨建予定取引の時価については取引先金融機関から提示された価格等に基づき算定をおこな

っております。 

(注２)時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品 

非上場株式（連結貸借対照表計上額 487 百万円）は、市場価格がなく、かつ、将来キャッシュ･

フローを見積もることができず、時価を把握することが極めて困難と認められるため、「(３)投

資有価証券 その他有価証券」には含めておりません。 
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賃貸等不動産に関する注記 

１．賃貸等不動産の状況に関する事項 

当社及び一部の子会社では、愛媛県、熊本県その他の地域において、賃貸用の事務所や土地等を所

有しております。2017 年 12 月期における当該賃貸等不動産に関する賃貸損益は 107百万円（賃貸

収益は売上高又は営業外収益に、主な賃貸費用は営業費用又は営業外費用に計上）、固定資産売却

益は１百万円、固定資産除売却損は 15 百万円、減損損失 180 百万円であります。 

２．賃貸等不動産の時価に関する事項 

連結貸借対照表計上額（百万円） 当連結会計年度末の時価

（百万円） 当連結会計年度期首残高 当連結会計年度増減額 当連結会計年度末残高

2,798 △48 2,750 2,571 

(注１)  連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した金額 

であります。 

(注２)  当連結会計年度増減額のうち、主な増加額は事業用資産から賃貸等不動産への振替（203 百 

万円）であり、主な減少額は、売廃却（60 百万円）、減損損失（180 百万円）であります。 

(注３)  当連結会計年度末の時価は、主として「不動産鑑定評価基準」に基づいて自社で算定した金 

額（指標等を用いて調整を行ったものを含む。）であります。 

１株当たり情報に関する注記 

 １ 株 当 た り 純 資 産 額 3,061 円 84 銭 

 １ 株 当 た り 当 期 純 利 益                  124 円 29 銭 

2017 年３月 30日開催の第 93 期定時株主総会決議に基づき、2017 年７月１日を効力発生日として 

普通株式 10 株を 1株とする株式併合を実施しております。１株当たり情報の各金額は、当連結会計 

年度の期首に実施されたと仮定して算定しております。 

重要な後発事象に関する注記 

該当事項はありません。 

その他の注記 

金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 
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個 別 注 記 表

重要な会計方針に係る事項

１．有価証券の評価基準及び評価方法 

(１)満期保有目的の債券･･･････････ 償却原価法 

(２)子会社株式及び関連会社株式･･･ 移動平均法による原価法 

(３)その他有価証券 

    ・時価のあるもの･････････････ 決算末日の市場価格等に基づく時価法 

                   （評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売却原

価は移動平均法により算定） 

    ・時価のないもの･････････････ 移動平均法による原価法 

２．デリバティブ等の評価基準及び評価方法 

    デリバティブ･･････････････････ 時価法 

３．たな卸資産の評価基準及び評価方法 

(１)製品・販売用部品･････････････ 総平均法による原価法 

（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げ

の方法により算定） 

(２)原材料・貯蔵品･･･････････････ 移動平均法による原価法 

（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げ

の方法により算定） 

４．固定資産の減価償却の方法 

(１)有形固定資産（リース資産を除く） 

定額法を採用しております。 

(２)無形固定資産（リース資産を除く） 

定額法を採用しております。 

なお、自社利用のソフトウェアについては社内における利用可能期間（５年）に基づく定

額法によっております。 

(３)リース資産 

所有権移転外ファイナンス･リース取引に係るリース資産については、リース期間を耐用年

数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。 

なお、所有権移転外ファイナンス･リース取引のうち、リース取引開始日が 2008 年３月 31

日以前のリース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。 

５．引当金の計上基準 

(１)貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念

債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しており

ます。 

(２)投資損失引当金 

関係会社等への投資に対する損失に備えるため、当該会社の財政状態等を勘案し必要額を

計上しております。 
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(３)賞与引当金 

従業員賞与の支給に充てるため、支給見込額基準により計上しております。 

(４)退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込

額に基づき計上しております。なお、過去勤務費用については、その発生時の従業員の平

均残存勤務期間の年数による定額法により費用処理しております。数理計算上の差異につ

いては、発生時の従業員の平均残存勤務期間の年数による定額法により、それぞれ発生の

翌事業年度から費用処理しております。 

又、未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用の未処理額の貸借対照表における取

扱いが連結貸借対照表と異なります。 

 (５)工事損失引当金

受注工事に係る将来の損失に備えるため、当事業年度末未完成工事のうち、損失の発生が

見込まれ、かつ、その金額を合理的に見積ることができる工事について、損失見込額を計

上しております。 

６．収益及び費用の計上基準 

完成工事高及び完成工事原価の計上基準 

(１)当事業年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事 

工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法） 

(２)その他の工事 

工事完成基準 

７．外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として

処理しております。 

８．ヘッジ会計の方法 

(１)ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理によっております。なお、為替予約が付されている外貨建金銭債権債務等

については、振当処理を行っております。 

(２)ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘ ッ ジ 手 段 ヘ ッ ジ 対 象

為替予約取引 外貨建金銭債権債務

(３)ヘッジ方針 

為替変動リスクをヘッジする為に、為替予約取引を行っております。 

９．消費税等の会計処理の方法 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

追加情報

(繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用) 

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」(企業会計基準委員会 2016 年３月 28日 企業

会計基準適用指針第 26号)を当事業年度から適用しております。 
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表示方法の変更

(損益計算書関係) 

前事業年度において、営業外収益の「その他」に区分掲記していた「補助金収入」(前事業年度

27 百万円)は、金額的重要性が増したため、当事業年度は区分掲記することとしました。

貸借対照表に関する注記 

１．有形固定資産減価償却累計額  52,841 百万円             

２．保 証 債 務 18,559 百万円             

３．関係会社に対する金銭債権債務 

短 期 金 銭 債 権 32,280 百万円  

長 期 金 銭 債 権 2,680 百万円  

短 期 金 銭 債 務 25,635 百万円  

４．事業用土地の再評価  

土地の再評価に関する法律の一部を改正する法律（2001 年３月 31 日公布法律第 19 号）に基づ

き、事業用土地の再評価を行い、当該再評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金

負債」として負債の部（固定負債）に計上し、これを控除した金額を「土地再評価差額金」と

して純資産の部に計上しております。 

・再評価の方法・・・・・・・・土地の再評価に関する法律施行令（1998 年３月 31 日公布政

令 第 119号）第２条第３号に定める固定資産税評価額に合

理的な調整を行って算出 

・再評価を行った年月日 ・・・2001 年３月 31日 

・再評価を行った土地の期末時価と再評価後の帳簿価額との差額 

                  △ 12,754 百万円 

５．期末日満期手形等 

期末日満期手形等の会計処理については、手形交換日をもって決済処理しております。 

なお、当事業年度末日が金融機関の休日であったため、次の期末日満期手形等が期末残高に含

まれております。 

受 取 手 形 157 百万円  

支 払 手 形 497 百万円  

電 子 記 録 債 務 630 百万円 

その他（設備関係支払手形） 12 百万円  

その他（営業外電子記録債務） 10 百万円  

損益計算書に関する注記 

関係会社との取引高 

売 上 高 59,639 百万円 

仕 入 高 66,504 百万円 

営 業 取 引 以 外 の 取 引 高 6,852 百万円 
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株主資本等変動計算書に関する注記 

自己株式に関する事項 

当事業年度期首

の株式数（株） 

当事業年度 

増加株式数（株） 

当事業年度 

減少株式数（株） 

当事業年度末の

株式数（株） 

普 通 株 式 3,976,123 5,878 3,586,055 395,946 

（注） 自己株式の株式数の増加は単元未満株式の買取りによるものであります。自己株式の株 

   式数の減少は、新株予約権の行使による減少 48,000 株及び 2017 年３月 30日開催の第 

93 期定時株主総会決議に基づき、2017 年７月１日を効力発生日として普通株式 10 株 

を１株とする株式併合による減少 3,538,055 株であります。 

税効果会計に関する注記 

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

（ 繰 延 税 金 資 産 ） 

たな卸資産評価損 52 百万円 

減損損失 363 百万円 

関係会社株式評価損 2,218 百万円 

投資損失引当金 251 百万円 

賞与引当金 27 百万円 

退職給付引当金 635 百万円 

繰越欠損金 74 百万円 

その他 1,124 百万円 

繰 延 税 金 資 産  小 計 

評価性引当額 

4,748 百万円 

△3,718 百万円 

繰 延 税 金 資 産  合 計 1,029 百万円 

（ 繰 延 税 金 負 債 ） 

その他有価証券評価差額 785 百万円 

その他 75 百万円 

繰 延 税 金 負 債  合 計 861 百万円 

１株当たり情報に関する注記 

 １ 株 当 た り 純 資 産 額 2,581 円 21 銭 

 １ 株 当 た り 当 期 純 利 益                  89 円 13 銭 

2017 年３月 30日開催の第 93 期定時株主総会決議に基づき、2017 年７月１日を効力発生日として普

通株式 10株を１株とする株式併合を実施しております。１株当たり情報の各金額は、当事業年度の

期首に実施されたと仮定して算定しております。

重要な後発事象に関する注記 

該当事項はありません。 

その他の注記 

金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 
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